
議案第２０号

　　　平成２９年度下妻市国民健康保険特別会計予算

　平成２９年度下妻市国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６，５２２，０００千円と

　定める。

２　事業勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳

　出予算」による。

　（歳出予算の流用）

第２条　地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の各項の経費の金

　額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　(１)　保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

　　　のこれらの経費の各項の間の流用。

　(２)　各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係

　　　る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流

　　　用。

　　　平成２９年３月１日　提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下妻市長　稲　葉　本　治

国民健康保険　－1－ 
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事業交付金

1

事 業 交 付 金 事
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（款） 8.財産収入 （項） 1.財産運用収入

1. 利 子 及 び 配 当 金 74 74

（

0 1. 利 子 及 び 配 当 金

款

74 国民健康保険支払

）

準備基金利子

7.

（款

共

） 9.繰入金 （項） 1

同

.他会計繰入金

事

1. 一 般

業

会 計 繰 入 金 433,5

交

62 477,077 △

付

43,515 1. 一 般

金

会 計 繰 入 金 225,1

（

84 一般会計繰入金（

項

普通分）

） 1

2. 保険基盤安

.

定繰入金 117,86

共

0 保険基盤安定繰入金

同

（保険税軽減分）

事

（保険

業

税軽減分）

交付

3. 保険基盤

金

安定繰入金 89,11

（

8 保険基盤安定繰入金

単

（保険者支援分）

位

（保険

 

者支援分）

千円

4. 財 政 安 定

）

化 支 援 1,400 財政

節

安定化支援事業繰入金

目

事

本

業 繰 入 金

年 度

（款） 9

前

.繰入金 （項） 2.基

年

金繰入金

度

1. 国民健康保

比

険支払準備 104,0

較

00 100,000 4

説

,000 1. 国民健康

明

保険支払 104,00

区

0 国民健康保険支払準

分

備基金繰入金

金

基 金 繰 入 金

額

準 備 基 金 繰 入 金

（款）10.繰越金 （項） 1.繰越金

1. 繰 越 金 270,000 260,000 10,000 1. 前 年 度 繰 越 金 270,000 前年度繰越金

（款）11.諸収入 （項） 1.延滞金及び過料

1. 延 滞 金 19,025 10,300 8,725 1. 一般被保険者延滞金 19,000 延滞金

計 1,

－14－ 国民
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（款）11.諸収入 （項） 2.預金利子
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1
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.
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6 5,010 △2,3
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第 三 者 納 付 金
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滞

付金
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2. 返
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納 金 2,050 1,1

料

10 940 1. 一般被

（

保険者返納金 2,00

単

0 返納金 1,200

位

返納

 

金（過年度） 800

千円

2.

）

退 職 被 保 険 者 等 50 返

節

納金

目

返 納 金

本 年

3. 特 定 健 康

度

診 査 6,000 6,4

前

50 △450 1. 特 定

年

健 康 診 査 6,000 特

度

定健康診査個人負担金

比

個

較

人 負 担 金 個 人 負 担 金

説 明

4

区

. 雑 入 527 333 1

分

94 1. 雑 入 527 雑

金

収入

額

計 11,253 12,903 △1,650

－16－ 国民健康保険 －17－

2. 退 職 被 保 険 者 等 25 延滞金

延 滞 金



1. 一般管理費 74,776 79,659 △4,883 74,776 2. 給 料 29,550 職員　８人分

3. 職員手当等 21,047 扶養手当 1,368

3

通勤手

.

当 368

歳

管理職

　

手当 363

出

期末

（

手当 7,136

款）

勤勉手当 4,256

1.

時間外勤務手当 1

総

,263

務

児童手

費

当 840

（

退職手

項

当負担金 5,453

） 1

　　計 21,04

.

7

総務

4.

管

共 済 費 8,894 職員

理

共済組合負担金 8,8

費

04

（

公務災害負

単

担金 90

位 千

9. 旅 費 14 普通旅

円

費

）

本

10

年

. 交 際 費 20 市長交際

度

費

の 財

11

源

. 需 用 費 2,565 消

内

耗品費 530

　

燃

訳

料費 60

節

印刷製

目

本費 1,858

本 年

光熱水費 117

度 前

　　計 2,565

年 度 比

12. 役 務

較

費 6,473 郵便料 3

特

,432

定

電信電

財

話料 180

源

求償

説

事務共同処理手数料 4

明

20

一

レセプト二

般

次点検手数料 1,72

財

8

源

保険者レセプ

区

ト管理システム手数料

分

713

金

　　計 6

額

,473

国県支

13. 委 託 料 5,5

出

76 レセプト処理電算

金

委託料

地 方 債

14. 使用料及び 60

そ

0 電算使用料

の

賃

他

借 料

国民健康保険 －19－－18－



19. 負担金補助 37 茨城県国保都市協議会負担金 5

及び交付金 求償事務共同処理業務負担金 22

その他負担金 10

2

（

. 連合会負担金 1,8

款

20 1,888 △68

）

1,820 19. 負担

1

金補助 1,820 国保

.

連合会負担金

総

及

務

び交付金

費 （

計 76,59

項

6 81,547 △4,

）

951 76,596

1.

（款） 1.

総

総務費 （項） 2.徴税

務

費

管

1. 徴税総務

理

費 40,396 33,

費

910 6,486 3,

（

132 851 36,4

単

13 2. 給 料 15,9

位

64 職員　４人分

 千円

3. 職員手

）

当等 10,567 扶養

本

手当 372

年

通勤

度

手当 99

の

住居手

財

当 324

源

期末手

内

当 3,760

　

勤

訳

勉手当 2,463

節

目

時間外勤務手当 45

本

0

年

児童手当 14

度

5

前

退職手当負担

年

金 2,954

度

　

比

　計 10,567

較 特 定

4. 共 済 費

財

4,365 職員共済組

源

合負担金

説 明

一

11. 需 用 費 272

般

消耗品費 156

財源

印刷製本費 116

区 分 金

12. 役 務

額

費 70 郵便料

国県支

13. 委 託 料 8

出

,718 保険税電算処

金

理委託料

地 方 債

14. 使用料及び 4

そ

40 電算使用料

の 他

賃 借 料

2. 賦課徴収費 1,088 1,088 0 1,088 11. 需 用 費 30 消耗品費

国民健康保険 －21－－20－



12. 役 務 費 1,058 郵便料

3. 収納率向上 2,169 4,229 △2,060 2,169 1. 報 酬 1,960 徴収嘱託員　１人分

特別対策費

（款）

11. 需 用 費

1

209 消耗品費 14

.総

印刷製本費 195

務費 （

計 43,653 39,

項

227 4,426 3,

）

132 851 39,6

2

70

.

（款

徴

） 1.総務費 （項） 3

税

.運営協議会費

費
（

1. 運営協議会費 71

単

9 624 95 719 1

位

. 報 酬 355 会長 38

 千

委員　１１人分

円

317

）

本 年

9. 旅 費 243 費用弁

度

償 18

の

普通旅費

財

28

源

特別旅費 1

内

97

　訳

1

節

1. 需 用 費 95 消耗品

目

費 10

本

食糧費 8

年

5

度 前

19

年

. 負担金補助 26 県国

度

保運営協議会会長会負

比

担金

較

及び交付金

特 定 財 源

（款） 1.総務費 （

説

項） 4.趣旨普及費

明

一

1. 趣旨普及費 8

般

3 83 0 83 11. 需

財

用 費 83 印刷製本費

源 区 分 金

（款） 2.保険給付費

額

（項） 1.療養諸費

国県

1. 一般被保険者

支

2,956,000 2

出

,945,000 11

金

,000 1,046,

地

766 604,119

方

1,305,115 1

債

9. 負担金補助 2,9

そ

56,000 療養給付

の

費保険者負担金

他

療養給付費 及び交付金

国民健康保険 －23－－22－



療養費

等高額介護 及び交付金

合

2

算療養費

. 退職被保険者 1

計

0

455,350 416

9

,000 39,350

,

119,037 258

0

,149 78,164

0

国民健康保険 －25

0

－－24－

143,000 △34,000 58,567 50,433 19. 負担金補助 109,000 療養給付費保険者負担金

等療養給付費 及び交付金

（款

3. 一般被保険

）

者 38,000 42,

2

000 △4,000 1

.

2,303 7,107

保

18,590 19. 負

険

担金補助 38,000

給

療養費保険者負担金

付費

療 養 費 及び交付金

（項）

4.

1

退職被保険者 1,44

.

0 2,500 △1,0

療

60 802 638 19

養

. 負担金補助 1,44

諸

0 療養費保険者負担金

費
（

等 療 養 費 及び交

単

付金

位 千

5. 審 査 支 払 10,6

円

78 11,035 △3

）

57 10,678 12

本

. 役 務 費 10,678

年

療養諸費審査支払手数

度

料

の

手 数 料

財 源

計 3,

内

115,118 3,1

　

43,535 △28,

訳

417 1,059,0

節

69 670,595 1

目

,385,454

本 年

（款） 2.保

度

険給付費 （項） 2.高

前

額療養諸費

年

1.

度

一般被保険者 439,

比

800 397,400

較

42,400 118,

特

929 249,426

定

71,445 19. 負

財

担金補助 439,80

源

0 高額療養費

説

高

明

額療養費 及び交付金

一般財

2. 退

源

職被保険者 15,00

区

0 18,000 △3,

分

000 8,723 6,

金

277 19. 負担金補

額

助 15,000 高額療

国

養費

県

等高額療養

支

費 及び交付金

出金 地

3. 一般被保

方

険者 450 500 △5

債

0 108 342 19.

そ

負担金補助 450 高額

の

介護合算療養費

他

高額介護合算 及び交付金

療 養 費

4. 退職被保険者 100 100 0 100 19. 負担金補助 100 高額介護合算



1. 一般被保険者 100 200 △100 100 19. 負担金補助 100 移送費

移 送 費 及び交付金

2. 退職被保険者 100 100 0 100 19. 負担

（

金補助 100 移送費

款）

等 移 送 費 及び交付

2

金

.保

計 200 300 △1

険

00 200

給付

（款） 2.保険給付

費

費 （項） 4.出産育児

（

諸費

項

1. 出 産 育

）

児 38,360 45,

3

360 △7,000 3

.

8,360 19. 負担

移

金補助 38,360 出

送

産育児一時金

費

一

（

時 金 及び交付金

単位 

2. 支払手

千

数料 23 23 0 23 1

円

2. 役 務 費 23 支払事

）

務手数料

本 年

計 38,38

度

3 45,383 △7,

の

000 38,383

財 源

（款） 2.

内

保険給付費 （項） 5.

　

葬祭諸費

訳

1. 葬

節

祭 費 4,850 4,6

目

00 250 4,850

本

19. 負担金補助 4,

年

850 葬祭費

度

及

前

び交付金

年 度 比

（款） 3.

較

後期高齢者支援金 （項

特

） 1.後期高齢者支援

定

金

財

1. 後期高齢

源

者 777,043 83

説

6,443 △59,4

明

00 358,477 1

一

41,506 277,

般

060 19. 負担金補

財

助 777,043 後期

源

高齢者支援金

区

支

分

援 金 及び交付金

金 額

国

2. 後期高

県

齢者 100 110 △1

支

0 100 19. 負担金

出

補助 100 後期高齢者

金

関係事務費拠出金

地 方

関係事務費 及び交付

債

金

そ

拠 出 金

の 他

計 777,143 836,553 △59,410 358,477 141,506 277,160

国民健康保険 －27－－26－



金

拠 出 金

国民健康保険 －29－－28－

1. 前期高齢者 600 1,049 △449 600 19. 負担金補助 600 前期高齢者納付金

納 付 金 及び交付金

2. 前期高齢者 10

（

0 100 0 100 19

款

. 負担金補助 100 前

）

期高齢者関係事務費拠

4

出金

.

関係事務費

前

及び交付金

期

拠 出

高

金

齢者

計 700 1,149

納

△449 700

付金

（款） 5.老人

（

保健拠出金 （項） 1.

項

老人保健拠出金

） 1

1. 老 人 保 健 300 5

.

00 △200 10 10

前

280 19. 負担金補

期

助 300 老人保健医療

高

費拠出金

齢

医療費

者

拠出金 及び交付金

納付金

2. 老 人

（

保 健 100 100 0 1

単

00 19. 負担金補助

位

100 老人保健事務費

 

拠出金

千

事務費拠

円

出金 及び交付金

）

本

計 40

年

0 600 △200 10

度

10 380

の 財

（款） 6.介護納付

源

金 （項） 1.介護納付

内

金

　

1. 介護納付

訳

金 350,000 35

節

5,078 △5,07

目

8 143,407 50

本

0 206,093 19

年

. 負担金補助 350,

度

000 介護納付金

前 年

及び交付金

度 比 較

（款）

特

7.共同事業拠出金 （

定

項） 1.共同事業拠出

財

金

源

1. 高額医療

説

費 226,191 18

明

2,379 43,81

一

2 113,094 11

般

3,096 1 19. 負

財

担金補助 226,19

源

1 高額医療費共同事業

区

拠出金

分

共 同 事 業

金

及び交付金

額

拠 出

国

金

県支

2

出

. 保険財政共同 1,3

金

68,759 1,38

地

8,365 △19,6

方

06 1,301,13

債

2 67,627 19.

そ

負担金補助 1,368

の

,759 保険財政共同

他

安定化事業拠出金

安定化事業 及び交付



特定保健指導業務委託料 4,231

国民健康保険 －31－－30－

3. 高額医療共同 1 1 0 1 19. 負担金補助 1 高額医療費共同事業事務費拠出金

事業事務費 及び交付金

拠 出 金

（

4. 保険財政共同

款

1 1 0 1 19. 負担金

）

補助 1 保険財政共同安

7

定化事業事務費拠出金

.共

安定化事業 及び

同

交付金

事

事務費拠

業

出金

拠出金

5. その他共同 10 1

（

0 0 10 19. 負担金

項

補助 10 その他共同事

）

業拠出金

1

事業事

.

務費 及び交付金

共同

拠 出 金

事業

計 1,594,

拠

962 1,570,7

出

56 24,206 11

金

3,094 1,414

（

,228 67,640

単位

（款） 8

 

.保健事業費 （項） 1

千

.特定健康診査等事業

円

費

）

1. 特定健康

本

診査 43,588 45

年

,787 △2,199

度

10,624 6,00

の

0 26,964 4. 共

財

済 費 214 社会保険料

源

200

内

等 事 業 費

　

雇用保険料 14

訳 節

目

7. 賃 金 1,

本

245 臨時賃金

年 度 前

8. 報 償 費 2

年

40 予防教室講師報償

度

金 200

比

記念品

較

40

特 定

1

財

1. 需 用 費 1,315

源

消耗品費 736

説 明

燃料費 25

一

印刷

般

製本費 539

財

保

源

健指導用賄材料費 15

区 分

　　計 1,31

金

5

額

国

12

県

. 役 務 費 3,800 郵

支

便料 3,430

出金

特定健康診査等データ

地

管理システム手数料 3

方

70

債 そ

1

の

3. 委 託 料 35,47

他

3 特定健康診査委託料 30,948

個別指導者血液検査委託料 294



14. 使用料及び 491 特定健診システムソフト使用料 389

賃 借 料 特定健診データ管理システム使用料 102

18. 備品購入費 27

（

2 保健指導用備品

款） 8

19. 負担

.

金補助 538 特定健康

保

診査等データ管理シス

健

テム負担金

事

及び

業

交付金

費 （項

（款） 8.保

）

健事業費 （項） 2.保

1

健事業費

.

1. 疾

特

病予防費 10,246

定

12,388 △2,1

健

42 6,320 3,9

康

26 8. 報 償 費 100

診

記念品

査等事

11. 需 用 費 1,61

業

6 消耗品費 250

費
（

印刷製本費 1,36

単

6

位 

12

千

. 役 務 費 1,996 郵

円

便料 1,896

）

本

情報提供手数料 100

年 度 の

13.

財

委 託 料 6,534 ジェ

源

ネリック差額通知作成

内

及び医療費分析委託

　訳

料 320

節

ヘ

目

ルスアップ事業業務委

本

託料 6,214

年 度 前

（款

年

） 9.基金積立金 （項

度

） 1.基金積立金

比 較

1. 支払準備基金 7

特

4 74 0 74 25. 積

定

立 金 74 支払準備基金

財

利子積立

源

積 立 金

説 明

一般

（款）10.諸支出

財

金 （項） 1.償還金及

源

び還付加算金

区

1

分

. 一般被保険者 4,0

金

00 4,000 0 4,

額

000 23. 償還金、

国

利子 4,000 保険税

県

過誤納還付金

支

保

出

険税還付金 及び割引料

金 地 方 債 そ の

国民健康保険

他

 －33－－32－



2. 退職被保険者 300 600 △300 300 23. 償還金、利子 300 保険税過誤納還付金

等 保 険 税 及び割引料

還 付 金

（

3.

款

償 還 金 10 10 0 10

）

23. 償還金、利子 1

1

0 過年度国庫金その他

0

返還金

.

及び割引

諸

料

支出

4

金

. 指 定 公 費 400 50

（

0 △100 400 19

項

. 負担金補助 400 指

）

定公費支出金

1

支

.

出 金 及び交付金

償還

計 4,

金

710 5,110 △4

及

00 4,710

び還

（款）11.予

付

備費 （項） 1.予備費

加算

1. 予 備 費 5,

金

225 7,206 △1

（

,981 5,225

単位

国民健康保険

 

 －35－－34－

千円）

本 年 度 の 財 源 内 　訳 節

目 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源 説 明

一般財源 区 分 金 額

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（

－

 費 備 考
区 分 職員数（

3

人） 共 済 費 合 計
報 酬 給

6

料 職 員 手 当 計 （ 退 職 手

－

当 負 担 金 ）

( )
本 年 度

給

45,514 22,2

与

22 67,736 13

費

,169 80,905

 

8,407
12

( )
前

－

年 度 45,274 20

3

,999 66,273

１

7

13,426 79,6

－

99 8,348
12

)(
比 較 240 1,223 1,463 △257 1,206 59

0

（ ）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きである。

）

（単位 千円）

管 理 職 員
区 分 管 理 職 手 当 扶 養 手 当 時間外勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 住 居 手 当 日 直 手 当

特別勤務手当

職員手当の内訳 本 年 度 363 1,740 1,713 10,896 6,719 467

給

324

前 年 度 363 1,470 1,400 10,839 6,513 414 0

比 較 0 270 313 57 206 53 324

1. 一般

与

職

(1) 総　括 （単位

費

 千円）

      

明

         給

細

　　　　　　　　　　

書

　　　　　与 　   



（2） 給料及び職員手当の増減額の明細

（単位　千円）

240 87

561

△ 408その他の増減分

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

職 員 手 当 制度改正に伴う増減分

その他の増減分

388

835

1,223

平均昇給率　　　　　　　１．２５％

給与改定実施時期

給料の改定率　　　　　　０．１９％

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備　　　考

給 料

－38－ 給与費　－39－



ア.　職員1人当り給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

イ.　初　任　給

高 校 卒

大 学 卒

337,355

技能労務職（円）

平 均 給 与 月 額

146,100

一般行政職（円）

一般行政職 技能労務職

平 均 給 料 月 額

41.08

平 均 給 与 月 額 342,336

146,100

国 の 制 度

29年 １月1日現在

28年 １月1日現在

323,591

区 分 一般行政職(円） 技能労務職（円 ）

（３）　給料及び職員手当の状況

区 分

平 均 年 齢 42.07

178,200178,200

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

320,290

－40－



（級別の標準的な職務内容）

区 分

4級

7級

1

5級 9.1 就5級

6級

1

3級 就3級

就2級22級 18.2

54.5

2

1級 就1級

6級

計 100.0

7級

16.7

8.31

8.3

2級

5

2

16.7

就3級

就5級

区 分

一般行政職

職員数（人）

1 8.3

技能労務職

級 構成比（％） 級 職員数（人）

就1級

構成比（％）

次長・課長

６級

計

係長・主幹 主事

9.1 就4級

28年１月1日 現在

1級

部長一般行政職

4級

5級

７級

就4級

100.0

6

9.1

主事

1

課長･補佐
補佐・係長・
主査

２級

計

計

１級５級 ４級

11

3級

就2級

ウ.　級別職員数

29年１月1日 現在

12

3級

1

41.7

給与費　－41－



　職　　　　員　　　　数 （Ａ）　　 （人） 12 12

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）　　 （人） 12 12

4号給 （人） 9 9

6号給 （人） 2 2

8号給 （人） 1 1

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 100.0 100.0

　職　　　　員　　　　数 （Ａ）　　 （人） 12 12

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）　　 （人） 12 12

4号給 （人） 9 9

6号給 （人） 2 2

8号給 （人） 1 1

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 100.0 100.0

前

年

度

エ.　昇給

区 分 合 計

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

号 給 数 別 内 訳

本

年

度

号 給 数 別 内 訳

－42－



本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

カ.　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続
の 者
（月分）

支 給 率 等 25.556 調整額加算措置

国 の 制 度
（支給率等）

25.556 調整額加算措置

キ.　地　域　手　当

（％）

（人）

（％）国の指定基準に基づく支給率

有

有

その他の加算措置等

4.300

支 給 率

（月分） （月分）

な　　　し

0

0

0

2.025 2.175

2.225

0.000

支 給 対 象 職 員 数

区 分
25年勤続
の 者

35年勤続
の 者

最高限度

 （月分）

オ．　期末手当・勤勉手当

区 分

６月(月分）

0.0002.075

3月(月分）12月(月分）

2.225

4.200

4.300

34.582

2.075

49.590

備 考

支 給 期 別 支 給 率
職務上の段階、職務の
等級による加算措置

支給率計
(月分）

備 考

支 給 対 象 地 域

有

定年前早期退職特例措置
（2％～20％加算）

定年前早期退職特例措置
（3％～45％加算）

34.582

49.590 49.590

0.000

49.590

給与費　－43－



ク．  特 殊 勤 務 手 当

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0 0

代表的な特殊勤務手当の名称

通 勤 手 当 無

国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

無

無

区 分

支 給 対 象 職 員 の 比 率

全 職 種
代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

0 0

     な         し

住 居 手 当

（％）

ケ．  そ の 他 の 手 当

区 分

扶 養 手 当

－44－



（単位　千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

26年度 か ら 29年 度 か ら

28年度 ま で 30年 度 ま で

一般財源

住民情報系システム使用料 318 156 104 104

（２）債務負担行為で翌年度以降にわたるもの についての前年度末までの支出額

又は、支出額見込及び当該年度以降の 支出予定額等に関する調書

事 項 限 度 額
前年度末までの支出見込額 当該年度以降の支出予定額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

－46－ 債務　－47－ 


